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群馬県地球温暖化対策実行計画 2021-2030（第１次改定版）の概要 

１－１ 計画の趣旨・考え方 

１ 長期的視点に立ち、地球温暖化対策の観点から目指すべき群馬県の将来の姿や目標を示す。 

２ 2050 年に向けた「ぐんま５つのゼロ宣言」を実現するための施策を強力に推進する（トップギアで突破）。 

３ 国の「2050 年カーボンニュートラル」宣言やグリーン成長戦略の動向を踏まえる。 

４ SDGｓ（持続可能な開発目標）の考え方も活用し、施策を推進する。 

５ 再生可能エネルギーをめぐる社会状況の変化や顕在化した課題を整理し、施策に反映する。 

１－２ 計画の性格・役割 

１ 「新・群馬県総合計画」や「群馬県環境基本計画」を上位計画

とする地球温暖化対策に関する個別計画。 

２ 地球温暖化対策の推進に関する法律（第２１条）に基づく計

画（区域施策編及び事務事業編）のほか、気候変動適応法

（第１２条）に基づく地域気候変動適応計画も含む。 

３ 群馬県再生可能エネルギー推進計画を統合し、当計画の区域

施策編の一部として位置づける。 

１－３ 計画の期間 

計画の期間は 2021 年-2030 年の 10 年間とし、5 年ごとに計画の見直しを行う。 

（計画の基準年度を「2013 年度」（再生可能エネルギー推進計画は「2014 年度」）、中期目標年度を「2030 年

度」、長期目標年度を「2050 年度」と設定） 

１－４ 計画の構成 
 

第 1 章 計画の基本的事項 

・計画の趣旨 ・計画の位置づけ ・計画の期間 ・計画の基準年度及び目標年度 

・対象とする温室効果ガス 

第 2 章 計画策定の背景・意義 

・地球温暖化のメカニズム ・地球温暖化の影響 ・地球温暖化防止に向けた国際的な動向 

・地球温暖化防止に向けた我が国の取組 ・群馬県におけるこれまでの地球温暖化対策 

第 3 章 群馬県の地域特性 

・地勢 ・人口・世帯数 ・産業構造 ・土地利用 ・交通 

第 4 章 県全域における地球温暖化対策（区域施策編） 

・温室効果ガス排出量の現状 ・森林整備・保全に伴う二酸化炭素吸収量の推移 

・群馬県の目指す将来像～ぐんま５つのゼロ宣言～ ・温室効果ガス排出量の削減目標 

・目標の達成に向けた施策 ・推進体制 

第 5 章 再生可能エネルギー等の導入促進（群馬県再生可能エネルギー推進計画） 

・再生可能エネルギーの導入状況 ・導入目標 ・目標の達成に向けた施策 

・促進区域の設定に関する基準 

第６章 県庁における地球温暖化対策（事務事業編） 

・県有施設における温室効果ガス排出量の現状 ・温室効果ガス排出量の削減目標 

・目標の達成に向けた施策 ・推進体制 

第７章 地域気候変動対策（適応策）（群馬県気候変動適応計画） 

・県内の気候変動の影響 ・県内における地域気候変動対策 ・推進体制 
 

知事戦略部 グリーンイノベーション推進課 

別紙
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２ 計画の基本方向 

 

３－１ 群馬県の将来像 

 

３－２ 計画の目標 

（１） 群馬県全体の温室効果ガス排出量削減目標（区域施策編） 

2050 年温室効果ガス排出量「ゼロ」を目指すため、基準年度（2013 年度）から直線的に削減する。 

2030 年度目標 基準年度比で▲50％（削減対策▲44％＋森林吸収量▲６％）と設定。 

 

（２） 再生可能エネルギー導入目標 

  2030 年度目標 77 億 kWh/年（大規模水力 31 億 kWh/年、大規模水力以外 46 億 kWh）と設定。 

（３） 県有施設の温室効果ガス排出量の削減目標（事務事業編） 

2030 年度目標 基準年度（2013 年度）比で▲５０％以上と設定。 

 
将来像の 

 
「『脱炭素社会』の実現に向けた、豊かで持続可能な群馬県」 

  
既存施策の拡充のほか、革新的イノベーション

により現状を “突破” し、 

2050 年に向けた「ぐんま５つのゼロ」を実現 

共有 

「新・群馬県総合計画」 ：一極集中から脱却し自立分散型社会を実現 

「群馬県環境基本計画」：豊かで持続的に発展する環境県ぐんま 

2040 年における姿 

地域の特性に応じたエネルギーの「地産地消」と「自立分散化」 
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４－１ 施策体系 

「ぐんま 5 つのゼロ宣言」の実現に向けた施策体系を設定した。 

施策体系は２つの柱からなる。１つは「温室効果ガス排出量ゼロ」に加え、「プラスチックごみゼロ」「食品ロスゼロ」の達

成を目指す地球温暖化の「緩和策」、もう１つは「自然災害による死者ゼロ」「災害時の停電ゼロ」を実現するための気候

変動への「適応策」である。 

本県は、「緩和策」と「適応策」を両輪とし、温室効果ガス排出削減を推進するとともに、県土のレジリエンスを強化し、

災害に強く、持続可能な社会の構築を目指す。 

 

 

  

【施策の方向性(抜粋)】 



4 

 

４－２ 施策体系ごとの重点施策 

 

４―３ 施策の関連目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※赤字は 2014 年  

 


